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(54) Title: LIGHT SOURCE DEVICE AND FILAMENT

(54) 発 明の名称 ：光源装置 、および、 フィラメン ト

(57) Abstract: Provided i s a light source device which i s
provided with a filament that has a high efficiency for con
verting electrical power into visible light. A light source
device of the present invention comprises: a light transmit
ting airtight container; a filament that i s arranged within the
light transmitting airtight container; and a lead wire for sup
plying an electric current to the filament. The filament com
prises: a base that i s formed of a metal material; and a vis
ible light absorbing film that covers the base. The visible
light absorbing iilm i s transparent in the infrared region. A s
a result of this configuration, the reflectance of visible light
i s decreased and the reflectance of infrared light i s increased,
so that radiation of infrared light i s suppressed and the lu
minous flux efficiency of visible light i s able to be increased.

(57) 要 約 ： 電 力 を可視 光 に変換 す る効 率 が高 い
フ ィ ラ メ ン トを備 え た 光 源 装 置 を提 供 す る 。

図8 本発 明の 光源 装 置 は、透 光性 気密 容器 と、透 光
性 気 密 容 器 内 に配 置 され た フ ィ ラ メ ン トと、
フ ィラメ ン トに電流 を供 給 す るた めの リー ド線
とを有す る。 フ ィラ メ ン トは、金 属材 料 に よ り
形成 され た基 体 と、基体 を覆 う可視 光 吸収 膜 と
を有 す る。可視 光 吸収膜 は、赤外 光領 域 で は透
明 で あ る 。 これ に よ り、 可 視 光 の 反 射 率 が 低
く、赤外 光の 反射率 が高 くな るた め、赤外 光 の
放射 が抑制 され 、可視 光 光束効 率 を高 め る こと
がで きる。
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明 細 書

発明の名称 ：光源装置、および、フィラメン ト

技術分野

[0001 ] 本発明は、エネルギー利用効率を改善 した光源用フィラメン トに関 し、特

に、フィラメン トを用いた光源装置、特に白熱電球、近赤外線ならびに熱電

子放出源に関する。

背景技術
[0002] タングステンフィラメン ト等に電流を流すことにより、フィラメン トを加

熱 して発光させる白熱電球が広 く用いられている。白熱電球は、太陽光に近

ぃ演色性に優れた放射スぺク トルが得 られ、白熱電球の電力から光への変換

効率は 8 0 %以上になるが、放射光の波長成分は、図 1 に示すように赤外放

射光成分が 9 0 %以上である （図 1 の 3 0 0 0 K の場合）。このため、白熱

電球の電力から可視光への変換効率は、凡そ 1 5 I m/ W と低い値になる

。一方、蛍光灯は、電力から可視光への変換効率が約 9 0 I m/ Wであり

、白熱電球よりも大きい。このように、白熱電球は演色性に優れているが、

蛍光灯と比較 して環境負荷が大きい。

[0003] 白熱電球を高効率化 高輝度化 長寿命化する試みとして、様々な提案が

なされている。例えば、特許文献 1 および 2 には、電球内部に不活性ガスや

ハロゲンガスを封入することにより、蒸発 したフィラメン 卜材料をハロゲン

化 してフィラメン トに帰還させ （ハロゲンサイクル）、フィラメン ト温度を

より高くする構成が提案されている。一般的にこれらはハロゲンランプと呼

ばれている。これにより、可視光への電力変換効率の上昇およびフィラメン

卜寿命の延長の効果が得 られる。この構成では、高効率化並びに長寿命化の

ために、封入ガスの成分並びに圧力の制御が重要となる。

[0004] 特許文献 3 —5 には、電球ガラスの表面に赤外線反射コ一 卜を施 し、フィ

ラメン 卜から放射された赤外光を反射 して、フィラメン トに戻 し、吸収させ

る構成が開示されている。フイラメン 卜に再吸収させた赤外光によってフィ



ラメン 卜を再加熱 し、高効率化を図っている。

[0005] 特許文献 6 _ 9 には、 フ ィラ メ ン ト自体に微細構造体を作製 し、その微細

構造体の物理的効果により、赤外放射を抑制 し、可視光放射の割合を高める

という構成が提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開昭 6 0 _ 2 5 3 4 6 号公報

特許文献2 ：特開昭 6 2 _ 1 0 8 5 4 号公報

特許文献3 ：特開昭 5 9 - 5 8 5 2 号公報

特許文献4 ：特表昭 6 2 _ 5 0 0 9 号公報

特許文献5 ：特開 2 0 0 0 ― 1 2 3 7 9 5 号公報

特許文献6 ：特表 2 0 0 1 ― 5 9 0 7 9 号公報

特許文献7 ：特開平 6 — 5 2 6 3 号公報

特許文献8 ：特開平 6 — 2 1 6 号公報

特許文献9 ：特開 2 0 0 6 ― 2 0 5 3 3 号公報

非特許文献

[0007] 非特許文献 1 ：F. Kusunok i et a L. , Jpn. J . App L. Phys. 43, 8A

5253(2004) .

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しなが ら、特許文献 1 、 2 のようにハ ロゲンサイクルを利用する技術

は、寿命延伸効果を図ることはできるが、変換効率 を大 きく改善することは

困難であ り、現状、 2 0 I m / W程度の効率である。

[0009] また、特許文献 3 — 5 のように、赤外放射を赤外線反射 コ一 卜で反射 して

、 フィラメン トに再吸収 させる技術は、 フィラメン トによる赤外光の反射率

が 7 0 % と高いために再吸収が効率良 く起 こらない。 また、赤外線反射 コ一

卜で反射された赤外光が、 フイラメン 卜以外の他の部分、例えばフイラメン



卜保持部分並びに口金等に吸収され、フイラメン 卜の加熱に利用されない。

このため、本技術により、変換効率を大きく改善することは困難である。現

状、 2 0 I m / W程度の効率 となる。

[001 0] 特許文献 6 _ 9 のように微細構造により赤外放射光の抑制効果を図る技術

は、非特許文献 1 のように赤外放射スぺク トルの極一部分の波長に対 して放

射増強並びに抑制効果を示す報告は存在するものの、広範囲な赤外光全体に

亘つて赤外放射光の抑制を図ることは非常に困難である。 これは、ある波長

が抑制されると、別の波長は増強される性質のためである。 このため、本技

術を利用 して大幅な効率改善を図ることは難 しいと考えられている。また、

微細構造作製に際 して、電子 ビーム リソダラフィ一等の高度な微細加工技術

を利用するため、 これを使用 した光源は非常に高価なものとなる。更に、高

温耐熱部材であるW 基体上に微細構造を作 り込んでも 1 0 0 0 °C程度の加熱

温度で微細構造部分が溶融並びに破壊 して しまうという問題も存在する。

[001 1] 本発明の目的は、電力を可視光に変換する効率が高いフ ィラメ ン トを備え

た光源装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 2] 上記目的を達成するために、本発明の第 1の態様によれば、透光性気密容

器と、当該透光性気密容器内に配置されたフィラメン トと、フィラメン トに

電流を供給するための リー ド線 とを有する光源装置であって、フィラメン ト

は、金属材料により形成された基体と、前記基体を覆 う可視光吸収膜 とを有

し、可視光吸収膜は、赤外光領域では透明であることを特徴 とする光源装置

が提供される。

[001 3 ] また、第 2 の態様によれば、透光性気密容器と、当該透光性気密容器内に

配置されたフイラメン 卜と、フイラメン 卜に電流を供給するための リー ド線

とを有する光源装置であって、 フ ィラメ ン トは、金属材料により形成された

基体と、前記基体を覆 う赤外光反射膜 とを有することを特徴 とする光源装置

が提供される。

発明の効果



[0014] 本発明によれば、赤外波長領域の反射率が高 く、可視光波長領域の反射率

が低いフ ィラ メ ン トにより、赤外光放射を抑制 し、可視光放射を高めること

ができるため、可視光光束効率の高い光源装置が得 られる。

図面の簡単な説明

[001 5 ] [ 図 1] 従来のタングステ ンフイラメン 卜の放射エネルギーの波長依存性 を示す

グラフ。

[ 図2 ] 本発明のフィラメン 卜の反射率 と放射率 と放射スぺ ク トル との関係 を示

すグラフ。

[ 図3 ] 本実施形態のフ ィラ メ ン トの断面図。

[ 図4 ] 実施形態の T a 基体の研磨加工前の反射率、放射スぺ ク トル並びに分光

光度 （放射スペ ク トル X 視感度曲線）の波長依存性 を示すグラフ。

[ 図5 ] 実施形態の T a 基体の研磨加工後の反射率、放射スぺ ク トル並びに分光

光度 （放射スペ ク トル X 視感度曲線）の波長依存性 を示すグラフ。

[ 図6] 実施形態のフィラメン 卜の赤外光反射膜 2 0 の断面図。

[ 図7] 具体的な実施形態 1 ~ 9 のフ ィラ メ ン トの赤外光反射膜 2 0 の層構成、

反射特性、およびフィラメン 卜の可視光光束効率 を示す説明図。

[ 図8] 具体的な実施形態 1 のフイラメン 卜の反射率、放射スぺ ク トル並びに分

光光度 （放射スペ ク トル X 視感度曲線）の波長依存性 を示すグラフ。

[ 図9 ] 実施形態の白熱電球の切 り欠 き断面図。

発明を実施するための形態

[001 6] 本発明の光源用フイラメン 卜の原理 について図面を用いて説明する。

[001 7] 本発明のフ ィラ メ ン トは、図 2 に実線で示 したように、可視光領域で、 0

% に近い低反射率 を有 し、赤外光領域で 1 0 0 % に近い反射率 を有する。具

体的には、波長 7 0 0 n m以下の可視光領域の反射率が 2 0 % 以下の低反射

率であ り、赤外光領域の反射率が 9 0 % 以上の高反射率であることが望 ま し

し、。 また、その間の波長領域は、図 2 のように短波長側か ら長波長側 に向か

つて、反射率が単調増加 していることが望 ま しい。 このフィラメン トが、電

流供給等により加熱されることによって高効率 に可視光を発する。その原理



を、黒体放射におけるキルヒホッフの法則に基づいて、以下説明する。

[00 18] 自然対流熱伝達の無い条件下 （例えば真空中）における材料 （ここではフ

イラメン卜）の入力エネルギーに対するエネルギー損失は平衡状態では以下

の式 （1 ) で与えられる。

(数 1 )

P( t ot a L) =P (conduc t i on) +P ( ad i a t i on) (】）

[00 19] ここで、P( t ot a L) は、全入力エネルギー、P(conduc t i on) は、フィラメント

に電流を供給するリ一ド線を経て損失されるエネルギー、P( r ad i a t i on) は、

フイラメン卜が、加熱された温度で外部空間に光を放射して損失するェネル

ギ一である。フィラメントは、その温度が 2 5 0 0 K 以上の高温になると、

リード線を経て損失されるエネルギーはわずか 5 %程度になり、残りの 9 5

%以上のエネルギーは、光放射によって外部にエネルギー損失されるため、

入力電力の殆ど全てのエネルギーを光に変えることができる。しかしながら

、従来の一般的なフイラメン卜から放射される放射光の内、可視光成分の割

合はわずか 1 0 %程度で、大部分が赤外放射光成分であるため、そのままで

は効率の良い可視光源とはならない。

[0020] 上記式 （1 ) におけるP( r ad i a t i on) の項は一般的に、下記式 （2 ) で記述

することができる。

[数2]

ハ
Ρ ( Radiation ) = άλ . . . 2

J ο βχρ {β / Τ ) -

式 （2 ) においては、 ε ( ス）は、各波長における放射率、 ス-V(exp ( S / ス

T ) — 1 )の項は、プランクの放射則を示す。 = 3 . 7 4 7 X 0 8 W

4 / m 2、 β = . 4 3 8 7 Χ 1 0 4 Κ である。また、 ε ( ス）は、キル

ヒホッフの法則によって反射率 R ( ス）と式 （3 ) の関係にある。

(数 3 )

ε λ ) = - R ( ス） (3)

[002 1] 式 （2 ) と式 （3 ) を関連付けて議論すると、仮に反射率が全ての波長に



亘つて 1 である材料は、式 （3 ) より ε ( ス）= 0 となり、ひいては、式 （2

) における積分値が 0 となるため放射による損失が起こらな くなる。 この物

理的意味は、P(tota L)=P(conduct i on) となるため、少量の入力エネルギーで

も光放射による損失が無 く、 フ ィラメ ン トが非常に高い温度まで達すること

を意味 している。一方、反射率が全ての波長に亘つて 0 である材料は、完全

黒体とよばれ、式 （3 ) より ε ( ス）= 1 となる。 この結果、式 （2 ) におけ

る積分値は最大となり、ひいては、放射による損失量が最大となる。通常の

材料は、放射率 ε ( ス）が 0 く ε ( ス）く 1 の間に存在 し、かつ、その波長依存

性は、劇的に変化することは無い （波長 ス、温度 Τ に対する緩慢な依存性は

存在する）。そのため、赤外から可視光領域における光放射は、図 2 の 2 点

鎖線で示すように略可視から赤外領域に亘つて広いスぺク トルを有する。な

お、図 2 では、議論を簡略化するため全波長領域で ε ( ス）= 1 として黒体放

射スぺク トルをプロッ 卜している。

[0022] 一方、図 2 に一点鎖線で示すように赤外光領域で略 0 % の放射率を有 し、

7 0 0 n m以下の可視光領域で、略 1 0 0 % の放射率を有する材料を、真空

中で加熱 した熱放射は、以下の式 （4 ) で表現出来る。

[数4]

- J

P (Radiation) = j ε ( λ ) θ ( λ - λ 0 ) ~ β / λ τ _ 1
λ · （4)

[0023] 式 （4 ) において、 ( ス一ス。） は、長波長から可視光のある波長 ス。ま

では放射率が 0 であり、ある波長 ス。よりも短波長の領域では放射率が 1 であ

る階段関数的振る舞いを示す関数である。得 られる放射スぺク トルは階段関

数的な放射率 と黒体放射スぺク トルを畳み込んだ形状 となり、計算の結果は

、図 2 の破線で示すスペク トルとなる。即ち、式 （4 ) の物理的意味は、フ

イラメン 卜への入力エネルギーの小さい低温領域では輻射損失が抑えられて

おり、式 （4 ) のP(rad i at i on) の項が0となるため、エネルギー損失がP(cond

uct i on) のみとなり、非常に効率良 くフィラメン ト温度が上昇する。一方、フ

イラメン 卜温度が高温になり、黒体放射スぺク トルのピーク波長がス。より短



くなるような温度領域になると、フイラメン卜に入力 したエネルギーを図2

の破線で示 した放射スぺク トルのように可視光放射として損失するようにな

る。

[0024] 式 （4 ) における ( ス—ス。）は、上述のように長波長から可視光のある

波長ス。までは放射率が0 であり、ある波長ス。よりも短波長の領域では放射

率が 1である材料である。このような材料は、式 （3 ) のキルヒホッフの法

則により、図2 に実線で示 したように、波長ス。以下で反射率が0 で、波長ス

0 よりも長波長領域で反射率が 1 となる。そこで本発明は、波長ス。以下の可

視光域の反射率が0 に近く、波長ス。よりも長波長領域で 1 に近い反射率を有

するフィラメン トを提供する。具体的には、本発明では、波長ス。以下の可視

光域の反射率が2 0 %以下の低反射率であり、波長ス。よりも長波長の所定の

赤外光領域の反射率が9 0 %以上の高反射率のフィラメン卜を提供する。波

長ス。以下の可視光域とは、波長 7 5 0 n m以下で3 8 0 n m以上であること

が好ましく、波長 7 0 0 n m以下で3 8 0 n m以上であることがより好まし

し、。反射率が9 0 %以上の所定の赤外光領域とは、波長4 0 0 0 n m以上の

赤外光領域であることが好ましく、波長 1 0 0 0 n m以上の赤外光領域で反

射率が9 0 %以上である場合には更なる光束効率の向上を期待することが出

来るため、より好ましい。なお、可視光域の反射率が2 0 %以下であれば、

可視光域よりも短い波長領域での反射率が2 0 %を超えていても構わない。

また、反射率が2 0 %以下の可視光域と反射率が9 0 %以上になる赤外光領

域との間には、反射率が2 0 %以下から9 0 %以上まで変化する領域が存在

するため、この領域の反射率が9 0 %未満であっても構わない。そのため、

波長 7 5 0 n m以上波長4 0 0 0 n m以下の波長領域は、反射率が2 0 %よ

り大きく9 0 %未満であっても構わない。

[0025] また、従来の白熱電球等の光源用フィラメン トは、 2 0 0 0 K ~ 3 0 0 0

Κ の高温になることが知られている。本発明では、 2 0 0 0 Κ以上の高温で

上述の反射率の波長依存性を示す光源用フィラメン トを提供する。

[0026] 発明者らは、上記のような反射率を有する材料 （フィラメン ト）を得られ



る可能性のある従来の技術を調査 したところ、以下の （a ) ~ ( d ) のよう

な手法が公知であることがわかった。 しか しながら、詳細に調査を行ってみ

ると、これらの材料は、 1 0 0 0 °C以上の温度には耐えられず、 2 0 0 0 K

以上の温度では、上述の反射特性 （波長ス。= 7 0 0 n m以下の可視光域で反

射率 2 0 %以下、赤外光領域で反射率 9 0 %以上）を達成できないことがわ

かった。

(a) 基体上に電気メッキ等の手法を利用 してクロ厶膜、二ッケル膜等を被覆す

る手法。 （例えば、G. Zaj ac、 et aし . App L. Phys. 5 1、 5544

( 1980) .参照）

(b) アルミを陽極酸化 して、表面上に多孔質ナノ構造を作製 して、孔径、孔深

さを制御 して反射率を制御する手法。 （例えば、A. Anderson, et a L.

J . App L. Phys. 5 1、 754 ( 1980) .参照）

(c) 誘電体中に金属微粒子を含んだ複合薄膜を形成する方法。複合薄膜の作製

方法として、Cu、Cr、 Co、 Au、等の金属、またはPbS、 CdS等の半導体を、酸

化物またはフッ化物等の誘電体と同時に、蒸着、スパッタ一、またはイオン

注入する。 （例えば、丄 C. Fan and S. A. Spura 、 App L. Phy

s . Lett. 30、 5 11 ( 1977) . )

(d) 金属または半導体表面にフォ トニック結晶構造を作製 し反射率を制御する

手法。 （例えば、 F. Kusunok i et aし、 Jpn. J . App L. Phys. 43、

8A、 5253 (2004) . )

[0027] 発明者 らは、赤外波長の反射率が高い高融点材料 （融点 2 0 0 0 K 以上）

をフイラメン 卜の基体とし、可視光域の反射率を低下させる可視光吸収膜お

よび赤外光の反射率を高める赤外光反射膜の少なくとも一方で被覆する。

[0028] 以下、一実施形態として、図 3 に示すように、基材 1 0 を、赤外線反射膜

2 0 、可視光吸収膜 3 0 、可視光反射防止膜 4 0 により順に被覆 した構造の

フイラメン 卜について説明する。

[0029] (基体 1 0 の設計）

基体を構成する高融点材料としては、融点 2 0 0 0 K以上の金属材料であ



ることが好ま しい。例えば、 H f C (融点 4 1 6 0 K ) 、 T a C (融点 4

5 0 K ) 、 Z r C (融点 3 8 1 0 K ) 、 C (融点 3 8 0 0 K ) 、 W (融点 3

6 8 0 K ) 、 R e (融点 3 4 5 3 K ) 、 0 s (融点 3 3 2 7 K ) 、 T a (融

点 3 2 6 9 K ) 、 M o (融点 2 8 9 0 K ) 、 N b (融点 2 7 4 1 K ) 、 I r

(融点 2 6 8 3 K ) 、 R u (融点 2 5 8 3 K ) 、 R h (融点 2 2 3 9 K ) 、

V (融点 2 1 6 0 K ) 、 C r (融点 2 1 3 0 K ) 、 および Z r (融点 2

5 K ) 、のいずれか、 または、 これ らのうちのいずれかを含有する合金を用

いることができる。

[0030] 基材 1 0 の形状は、高温に加熱できる形状であればどのような形状でもよ

く、例えば リ一 ド線か ら電流の供給 を受けて発熱することができる線状、棒

状、薄板状 にすることができる。 また、電流供給以外の方法により直接加熱

される構造であってもよい。

[0031 ] 基体の表面は、鏡面研磨されていることが望 ま しい。具体的には、例えば

、基体の表面は、表面粗 さ （中心線平均粗 さ R a ) が 1 m以下、最大高さ

( R m a x ) が 1 O m以下、および、十点平均粗 さ （R z ) が 1 O m以

下、のうちの少な くも 1 つを満たすことが好ま しい。その理由は、一般的に

、金属材料の放射率は表面粗度 と関連 し、表面粗 さが大 きくなると鏡面状態

の表面 と比較 して反射率が低下するためである。

[0032] 図 4 に、 T a 基材 1 0 を鏡面加工する前 （砂面）の反射率の波長依存性の

グラフを、図 5 に上述の表面粗 さ条件を満たす鏡面研磨加工後の反射率の波

長依存性のグラフをそれぞれ示す。図 5 に示すように、鏡面研磨加工後の T

a 基材の赤外光領域 における反射率は、図 4 の鏡面研磨前の反射率 と比較 し

て、 1 0 % 以上向上 している。反射率が高いほど、長波長赤外光の放出は低

減するため、基材 1 0 に鏡面研磨を施すことにより、光束効率 を高めること

ができる。 さらに具体的には、図 4 、図 5 に示すように T a 基材においては

、 1 _ 1 0 m の赤外波長領域で、砂面の反射率 （8 8 % ) と比較 して鏡

面の反射率 （9 8 % ) は、 1 0 %程度向上 している。 また、被覆 しない T a

基材 1 0 の放射率の波長依存性 を求めると図 4 、図 5 に示すように、鏡面研



磨 したT a 基材 1 0 の放射率が、赤外波長領域において低減する。よって、

可視光光束効率を2 5 0 0 K の温度領域において求めると、砂面のT a 基材

1 0 の可視光光束効率 2 8 . 2 I m / W と比較 し、鏡面研磨 したT a 基材

1 0 の可視光光束効率は 5 2 . 2 I m / Wであり、 4 6 % も向上する。

[0033] このように、本発明のフィラメン トは、 1 — 1 0 m の赤外波長領域で

反射率を極力高めた高温耐熱材料が望まれるため、基材 1 0 の表面を鏡面加

ェすることが望ましい。なお、砂面によって生 じる反射率低下の原因は、砂

面構造によって生 じる光の多重散乱ならびに吸収である。

[0034] (赤外光反射膜 2 0 の設計）

赤外光反射膜 2 0 は、赤外光を反射することにより、フィラメン トの赤外

光波長域の反射率を高めるために配置されている。図 6 のように、赤外光反

射膜 2 0 は、いずれも赤外光を透過する材料、例えば高耐熱性誘電体層でそ

れぞれ構成された第 1 の層 2 1 および第 2 の層 2 2 の組を少なくともひと組

含む。第 1 の層 2 1 の屈折率を n い 厚さをd い 第 2 の層 2 2 の屈折率を n 2

、厚さをd 2 とする、赤外光の所定の波長スに対 して、式 （5 ) を満たす。

(数 5 )

n ！ d ！= n 2 d 2 = ス/ 4 ( 5 )

このように屈折率の異なる2 種類の層 2 、 2 2 を積層することにより、

光の干渉を利用 して、所定の波長ス を中心波長とする所定の波長範囲の赤外

光の反射率を高めることができる。

[0035] また、本実施形態では、広い波長範囲の赤外光を反射するため、図 6 のよ

うに、赤外光反射膜 2 0 は、 2 種類の層 2 1、 2 2 の組を複数組積層 した構

成としている。それぞれの組の反射の中心波長スを異ならせ、積層された各

組でそれぞれ少 しずつ異なる波長の赤外光を反射させることにより、赤外光

反射膜 2 0 全体として広い波長範囲の赤外光を反射することができる。第 1

の層 2 と第 2 の層 2 2 の屈折率差が大きいほど、反射できる波長幅が大き

くなるため、反射 したい波長幅に応 じて第 1 の層 2 1 と第 2 の層 2 2 の材料

を選択する。なお、層 2 1、 2 2 の組を複数組積層 した場合、すべての組の



中心波長を必ずしも異ならせる必要はなく、複数の組全体で所望の波長帯域

の赤外光を反射できればよい。よって、複数の組のうちのいくつかの組の中

心波長が同一であってもよく、例えば、2 組づっ同一の中心波長を反射する

ように構成してもよい。
[0036] 例えば、第 1の層2 1 をM g O層とし、第2 の層2 2 をS i C層とする。

2 5 0 0 Kの温度における黒体からの放射は、 1 2 0 0 n m程度の赤外波

長においてピークを有するので、このピーク周辺の波長を選択し、この波長

帯における反射を高めることにより、光束効率を向上させることができる。
第 1の層2 1および第2 の層2 2 の組の数を2 6 組 （組2 0 - 〜組2 0 -

2 6 ) 、合計5 2 層積層し、例えば、M g 0 層2 1の膜厚を1 5 6 n 山から

9 4 n mまで、S ί C層2 2 の膜厚を1 1 6 n mから7 0 n mまで組ごとに

徐々に異なる値に設計することにより、中心波長ス，~ ス26= 7 0 0 n m~

0 mの範囲で良好な赤外線反射特性を得ることができる。

[0037] 上記第 1の層2 1および第2 の層2 2 は、S i 0 2、M g O Z r 0 2、Y 2

0 3、 6 H - S i C (六方晶のS i C ) 、G a N、 3 C - S i C (立方晶のS

ί C ) 、H f 0 2、 L u 2 0 3、Y b 2 0 3、グラフアイト、ダイヤモンド、C r

Z r B 2、M o B、M o 2 B C、M o T i B 4 Μ ο 2 Τ ί Β 2、 o 2 Z r B 2

、M o Z r 2 B 4、N b B、N b 3 B 4、N b T i B 4、N d B 6、S i B 3 T

a 3 B 4、T i W B 2、W 2 B、W B、W B 2、Y B 4およびZ r B 1 2、のうちの

いずれかの材料、もしくは、これらの材料を含有する混晶材料で構成するこ

とができる。
[0038] なお、ここでは、第 1の層2 1 と第2 の層2 2 を構成する材料の組み合わ

せが、各組2 0 _ 2 0 - 2 6 において同じである場合について説明した

が、本発明はこの構成に限定されるものではなく、組ごとに、第 1の層2 1

と第2 の層2 2 の材料の組み合わせを異ならせることももちろん可能である

[0039] 第 1の層2 1 と第2 の層2 2 の屈折率差は、0 . 1以上の場合、良好な反

射率特性を得ることができるため好ましい。屈折率差が大きいほど、 1組の



第 1 の層 2 と第 2 の層 2 2 で反射できる波長範囲が広 くな り、薄膜積層の

総数 を少な くできるため、特 に屈折率差が 0 . 3 以上であることが望 ま しい

[0040] 第 1 の層 2 1 と第 2 の層 2 2 の組の積層は、積層の総数が 3 層か ら2 0 0

層において良好な反射率特性 を得 ることができる。 2 0 0 層以上になると、

応力などによりクラック、はがれを生 じ、良好な反射率特性 を維持すること

が難 しくなるため、 これ らを防止する成膜手法を採用することが望 ま しい。

[0041 ] (可視光吸収膜 3 0 の設計）

上記赤外光反射膜 2 0 の上には、可視光吸収膜 3 0 が配置されている。可

視光吸収膜 3 0 は、赤外光に対 しては透明であって、可視光の吸収率が高い

膜であ り、可視光を吸収することで、 フィラメン トの可視光波長域の反射率

を低下させる作用をする。

[0042] 可視光吸収膜 3 0 は、赤外光領域 に透明な材料、例えば高耐熱性誘電体に

金属微粒子を添加 した材料も しくは、赤外光領域 に透明な材料に不純物 を添

加 した材料によって構成 されている。

[0043] 前者の金属微粒子を添加 した材料の場合、金属微粒子による局在光吸収の

作用により、可視光を吸収することができる。金属微粒子による局在光吸収

効果を利用 した代表的な例 と しては教会のステ ン ドグラスが挙げられる。 ガ

ラス中に分散 させる金属の種類並びに粒径 に応 じて、可視光領域の吸収波長

並びに吸収量を制御出来るため、ステ ン ドグラスのように種 々の吸収帯を形

成することが可能 となる。例えば、 A u の微粒子の粒径 を 2 n mか ら5 n m

に変化させることによって、ステ ン ドグラスの色をピンクか ら深緑 に変化さ

せることが可能 となるが、 これは、物理的には、金属微粒子表面で起 こる光

の局在共鳴吸収効果による透過光変化 （補色）に起因する。即ち、粒子サイ

ズが小さい場合は短波長の光を吸収 し、粒子サイズが大 きくなるにつれて長

波長の光を吸収する。赤外光領域 に透明な材料に金属微粒子添加 した吸収 も

本原理 に基づ く。

[0044] 金属微粒子の粒径は、 2 n m以上 5 m以下であることが望 ま しい。金属



微粒子の添加量としては、 0 . 0 0 0 1 %以上 1 0 %以下が好ましい。金属

微粒子は、フイラメン 卜を発光させる際の温度である2 0 0 0 K以上の融点

を有することが望ましく、一例としては、W、 T a 、 M o 、 A u、 A g 、 C

u、 A し Τ ί 、 Ν ί 、 C o 、 C r 、 S i 、 V 、 M n、 F e 、 N b 、 R u、

P t 、 P d 、 H f 、 丫、 Z r 、 R e 、 O s 、および、 I r 、のいずれかの微

粒子、もしくは、これらの金属を含有する合金金属の微粒子であることが望

ましい。

[0045] 後者の赤外光領域に透明な材料に不純物を添加 した材料の場合、蛍光体材

料と同様な物理的効果で可視光を吸収することができる。これは、即ち、赤

外光領域に透明な材料に添加された原子 （イオン）が作り出すエネルギー準

位を反映 した吸収となる。代表的な作用として、遷移金属を利用 した光吸収

、並びに希土類金属を利用 した光吸収、の物理的過程がある。この作用によ

り可視光を吸収させるための条件としては、赤外光領域に透明な材料に添加

された元素が、上記の金属微粒子の例とは対照的に原子的 （イオン的）に分

散 していることが必要である。具体的には、不純物は、C e 、 E u、 M n、

Τ ί 、 S n、 T b 、 A u、 A g 、 C u、 A し Ν ί 、W、 P b 、 A s 、 T m

、 H o 、 E r 、 D y 、 P r 等を用いることができる。不純物の添加濃度とし

ては、 0 . 0 0 0 1 %以上 1 0 %以下が好ましい。

[0046] 可視光吸収膜 3 0 を構成する赤外光領域に透明な材料としては、 S i 0 2、

M g O、 Z r 0 2、 Y 2 0 3、 6 H - S i C (六方晶のS ί C ) 、 G a N、 3 C

- S i C (立方晶のS ί C ) 、 H f 0 2、 L u 2 0 3、 Y b 2 0 3、グラフアイ ト

、ダイヤモン ド、C r Z r B 2、 M o B、 M o 2 B C、 M o T i B 4 M o 2 T

ί B 2、 M o 2 Z r B 2、 M o Z r 2 B 4、 N b B、 N b 3 B 4、 N b T i B 4、 N

d B 6、 S ί B 3、 T a 3 B 4、 T ί W B 2、W 2 B、W B、W B 2、 Y B 4および

Z r B 1 2、のうちのいずれかの材料、もしくは、これらの材料を含有する材

料を用いることができる。

[0047] 例えば、可視光吸収膜 3 0 としては、金属微粒子もしくは不純物を添加 し

たS ί C 膜を使用することができる。この可視光吸収膜 3 0 の厚さは、可視



光の反射が0 . 0 5 以下となるように設計することが望ましい。可視光吸収

膜 3 0 をコ一ティングしていないT a 基材 1 0 の 5 5 0 n mの波長における

反射率は0 . 4 程度なので、可視光吸収膜 3 0 の透過率を0 . 3 5 以下とす

れば、可視光が可視光吸収膜を往復する間に吸収されることにより、基材 1

0 の反射率を、 0 . 4 X 0 . 3 5 X 0 . 3 5 = 0 . 0 4 9 まで低下させるこ

とができ、可視光吸収膜 3 0 でコ一ティグしたT a 基材 1 0 の反射率を0 .

0 5 以下にすることができるからである。

[0048] なお、可視光吸収膜 3 0 の消衰係数を k とすると、可視光吸収膜 3 0 の透

過率を0 . 3 5 にするために必要な可視光吸収膜 3 0 の厚さd は、以下の式

( 6 ) で表される。

[数6]

d = log0.35 · · · (6)
k

よって、必要な透過率が得 られるように、可視光吸収膜 3 0 の膜厚を設計す

る。例えば、可視光吸収膜 3 0 の 5 5 0 n mの波長における消衰係数 k が 0

. 1 である場合、透過率を0 . 3 5 にするために必要な厚さd は、 2 0 0 η

mとなる。

[0049] 金属微粒子を添加 した可視光吸収膜 3 0 の形成方法としては、膜 3 0 を構

成する赤外光に透明な誘電体 （S i C ) を蒸着により成膜する際に共蒸着す

る方法、あるいは、上記赤外光に透明な誘電体の膜をコーティングした後に

イオン注入する方法を用いることができる。具体的には、前者の方法の場合

、例えば、蒸着源として、 S ί C と、金属微粒子材料 T a をそれぞれ用意 し

、金属微粒子材料をS ί C 中に0 . 0 0 0 1 %以上 1 0 %以下の割合で混合

させ、その混合材料を電子ビームで加熱 して、基材上に同時に蒸着する。そ

の後、焼成 して透明な誘電体中に金属微粒子の結晶を成長させる方法を用い

る。後者の方法の場合、蒸着源として、 S i C を用意 し、 S i C 膜を形成 し

た後、金属微粒子材料であるT a 金属イオンを、イオン注入装置を利用 して

打ち込み、その後、焼成 して透明な誘電体中中に金属微粒子の結晶を成長さ



せる方法を用いる。

[0050] (可視光反射防止膜 4 0 の設計）

可視光吸収膜 3 0 の上には、可視光反射防止膜 4 0 が配置されている。可

視光反射防止膜 4 0 は、可視光の反射率 を低下させる作用をする膜である。

[0051 ] 可視光反射防止膜 4 0 は、可視光に対 して透明であ り、可視光反射防止膜

4 0 の表面で反射される可視光 と、可視光反射防止膜 4 0 を透過 して下面 （

可視光吸収膜 3 0 との界面）で反射される可視光 とを打ち消 し合わせること

により、 フィラメン トの可視光反射率 を低下させる。

[0052] 可視光反射防止膜の膜厚は、その屈折率 に応 じて計算により、 または実験

またはシ ミュ レー シ ョンにより、適切な値 に設計されている。計算により設

計する場合には、例えば、可視光に対する光学的光路長 （ス/ n 0、ただ し、

n 。は、可視光反射防止膜の屈折率）が 1 / 4 波長程度 になるように膜厚 を設

計する。実験 またはシ ミュ レー シ ョンにより設計する場合には、例えば、膜

厚 を種 々変えて、 フイラメン 卜の反射率の膜厚依存性 を求め、可視光全体の

波長に対 して反射率が最も低 くなる膜厚 を求める方法を用いる。

[0053] 可視光反射防止膜 4 0 は、 2 0 0 0 K 以上の融点を有する誘電体膜 により

形成する。例えば 2 0 0 0 K 以上の融点を有する金属の酸化物膜、窒化物膜

、炭化物膜、および、ホウ化物膜のいずれかを用いる。具体的には、 S ί 0 2

、 M g O、 Z r 0 2、 Y 2 0 3、 6 H - S i C (六方晶の S ί C ) 、 G a N、 3

C - S i C (立方晶の S ί C ) 、 H f 0 2、 L u 2 0 3、 Y b 2 0 3、 グラフアイ

卜、 ダイヤモン ド、 C r Z r B 2、 M o B 、 M o 2 B C 、 M o T i B 4 M o 2

T ί B 2、 M o 2 Z r B 2、 M o Z r 2 B 4、 N b B 、 N b 3 B 4、 N b T i B 4、

N d B 6、 S i B 3、 T a 3 B 4、 T i W B 2、 W 2 B 、 W B 、 W B 2、 Y B 4 およ

び Z r B 1 2、のうちのいずれかの単層膜、 も しくは、 これ らの材料の単層膜

を複数種類積層 した多層膜 を用いることができる。

[0054] 具体的には、可視光反射防止膜 4 0 と して、例えば、 M g 0 膜 を 8 0 n m

程度 コーテ ィングする。 これにより、 5 5 0 n mの波長においてM g 0 薄膜

の光学膜厚が、 この波長の 1 / 4 となるため、光学干渉により、 5 5 0 n m



波長の反射率を低下させることができる。さらに、反射率の低い波長範囲を

広 くするために、 M g O、 S ί C 薄膜の多層膜で構成することも可能である

[0055] 上述の赤外反射膜 2 0 および可視光反射防止膜 4 0 の成膜方法 としては、

電子 ビ一厶蒸着法、スパ ッタ一法、 C V D法、等種々の手法を用いることが

可能である。成膜後、基材 1 0 界面 との密着性並びに膜質 （結晶性、光学的

特性等）を高めるために 1 5 0 0 °C ~ 2 5 0 0 °C の温度範囲でァニ一 リング

処理を行 うことが好ま しい。

[0056] このように本発明のフィラメン トは、基材 1 0 を赤外光反射膜 2 0 、可視

光吸収膜 3 0 、可視光反射防止膜 4 0 で順 に被覆することによって、可視光

域の反射率を低 く抑制 し、赤外光領域の反射率を高めた反射特性を得ること

ができる。

[0057] < 具体的な実施形態>

以下の具体的な実施形態 1 ~ 9 と して、いずれも基体をT a で構成 し、赤

外光反射膜 2 0 を第 1 の層 2 と第 2 の層 2 2 の材料を後述する 9 種類の組

み合わせに種々に変更 したフィラメン 卜を作製する。

[0058] いずれの実施形態においても可視光吸収膜 3 0 は、 3 〇に丁 の金属微

粒子 （粒径 3 n m ) を 0 . 1 % の濃度で添加 したものを用いる。可視光吸

収膜 3 0 の膜厚は、およそ 2 0 0 n mである。 また、可視光反射防止膜 4 0

と しては、 M g O膜 を用い、膜厚は 8 0 n m とする。

[0059] 基体 1 0 は、材料金属の焼結や線引き等の公知の工程により作製される。

基体の形状は、線材、棒材、薄板等所望の形状に形成する。

[0060] 焼結や線引き等の工程により製造された基体を、複数種類のダイヤモン ド

研磨粒により研磨 し、中心線平均粗さ R a を 1 m以下、最大高さ （R m a

x ) が 1 O m以下、十点平均粗さ （R z ) が 1 0 m以下の鏡面に加工す

る。

[0061 ] 赤外光反射膜 2 0 は、実施形態 1 では、図 7 に示すように、第 2 の層 2 2

/ 第 1 の層 2 1 を、 S ί C / M g 0 材料を用いて、交互に、同 じ膜構造を 2



組づつ、総積層組数 1 3 層 （組）を積層した構造 （単層で合計 5 2 層）とす

る。合計 5 2 層で波長 7 0 0 n m~ 0 从mの赤外光を反射するように各組

の中心波長スを設計する。

[0062] 実施形態 2 ~ 9 では、第2 の層 2 2 / 第 1の層 2 1 を、S i C / Z r 0 2、

S ί C / Y 2 0 3、 S i C / H f 0 2、 S i C / L u 2 0 3、 S i C / Y b 2 0 3

、 S i C / S i 0 H f 0 2 / S i 0 L u 2 0 3 / S ί 0 2にそれぞれ変更

する。積層数は、実施形態 1 と同じである。

[0063] 図7 に各実施形態 1 ~ 9 の赤外光反射膜 2 0 により、得られる反射特性 （

5 5 0 n mにおける反射率、 1 における反射率）、ならびに、反射率が

5 0 % となる波長 （C u t _ o f f 波長）を示している。

[0064] また、図7 には、各実施形態 1 ~ 9 の鏡面研磨T a 基体 1 0 上に赤外光反

射膜 2 0 と可視光吸収膜 3 0 と可視光反射防止層4 0 を備えたフィラメント

について、シミュレーションにより求めた可視光光束効率 （2 5 0 0 K ) を

示している。図7 のように、各実施形態 1 ~ 9 のフィラメントの可視光光束

効率は、 7 5 . 4 3 . 0 I m/ Wと高い値を示し、鏡面研磨T a 1

0 基体の可視光光束効率 5 2 . 2 I m/ Wよりも増大している。このよう

に、本実施形態 1 ~ 9 のフィラメントは、可視光光束効率を向上させること

ができる。

[0065] また、図8 には、上記実施形態 1 のフイラメン卜の反射率と放射率を示す

。図8 から明らかなように、本実施形態 1のように鏡面研磨T a 基体 1 0 上

に赤外光反射膜 （S i C / M g O ) 2 0 と可視光吸収膜 3 0 と可視光反射防

止層4 0 を備えることにより、波長 6 0 0 7 0 0 n mで反射率がほぼ0 .

1からほぼ 1 まで急峻に変化する反射特性を有し、可視光領域の反射率は、

0 0 . 1 と非常に低く、赤外光領域は反射率が広い範囲で 1 に近いフイラ

メン卜が得られていることが確認できる。よって、赤外光領域の放射率 （2

5 0 0 K ) を小さく抑制でき、上述したような高い可視光光束効率 1 0 3 .

2 I m/ Wが得られることが分かる。

[0066] < 光源装置の具体的な実施形態>



上記実施形態 フィラメン トを用いた光源装置 （白熱電球）について説明す

る。

[0067] 図 9 に、本実施形態のフ ィラ メ ン トを用いた白熱電球の切 り欠 き断面図を

示す。 白熱電球 1 は、透光性気密容器 2 と、透光性気密容器 2 の内部 に配置

されたフィラメン 卜3 と、 フイラメン 卜3 の両端 に電気的に接続 されると共

にフ ィラ メ ン ト3 を支持する一対の リー ド線 4 、 5 とを備えて構成 される。

透光性気密容器 2 は、例えばガラスバル ブにより構成 される。透光性気密容

器 2 の内部は、 1 0 - 1〜 1 0 - 6 P a の高真空状態 となっている。なお、透光

性気密容器 2 の内部 に 1 0 6~ 1 0 - P a の 0 2、 H 2、ハ ロゲンガス、不活性

ガス、並びにこれ らの混合ガスを導入することによって、従来のハ ロゲンラ

ンプと同様 に、 フイラメン 卜上に成膜 された可視光反射防止膜の昇華並びに

劣化を抑制 し、寿命の延伸効果を期待することが可能 となる。

[0068] 透光性気密容器 2 の封止部 には、 口金 9 が接合されている。 口金 9 は、側

面電極 6 と、中心電極 7 と、側面電極 6 と中心電極 7 とを絶縁する絶縁部 8

とを備える。 リー ド線 4 の端部は、側面電極 6 に電気的に接続 され、 リー ド

線 5 の端部は、中心電極 7 に電気的に接続 されている。

[0069] フィラメン ト3 は、 ここでは、線材形状のフィラメン トをらせん状 に巻 き

回 した構造である。

[0070] フ ィラ メ ン ト3 は、基体上 に、 赤外反射膜 2 0 、可視光吸収膜 3 0 、可視

光反射防止膜 4 0 を備えているため、赤外波長領域の反射率が高 く、可視光

領域の反射率が低い。 この構成 により、高い可視光光束効率 （光束効率）を

実現できる。 よって、本発明では、 フィラメン トの表面に可視光反射防止膜

を備えるという簡単な構成で、赤外域の放射を抑制することができ、結果的

に入力電力に対する可視光の可視光変換効率 を高めることができる。 これに

より、安価で効率のよい省エネ型照明用電球 を提供することができる。

[0071 ] なお、上述の実施形態では、機械研磨加工によりフィラメン ト表面の反射

率 を向上させたが、機械研磨加工に限 らず、 フ ィラ メ ン ト表面の反射率 を向

上させることができれば他の方法を用いることももちろん可能である。例え



ば、湿式や乾式のエッチングや、線引き時や鍛造や圧延時に滑らかな型に接

触させる方法等を採用できる。

[0072] 上述の実施形態では、本発明のフィラメン トを白熱電球のフィラメン トと

して用いることを説明 したが、白熱電球以外に用いることも可能である。例

えば、可視光吸収膜 3 0 、可視光反射防止膜 4 0 の構成を、その膜厚、材料

、不純物添加濃度を再設計 して可視域から金赤外領域にシフ 卜させるように

することによって、 ヒータ一用電線、溶接加工用電線、熱電子放出電子源 （

X 線管や電子顕微鏡等）等として採用することができる。この場合も、赤外

光放射の抑制作用 （特に長波長赤外放射の抑制）により、少量の入力電力で

、効率よく高温にフィラメン トを加熱することができるため、エネルギー効

率を向上させることができる。

符号の説明
[0073] 1 白熱電球、 2 透光性気密容器、 3 フィラメン ト、 4 リー ド線、 5

リー ド線、 6 側面電極、 7 中心電極、 8 絶縁部、 9 口金



請求の範囲

透光性気密容器 と、 当該透光性気密容器内に配置 されたフイラメン

卜と、前記 フイラメン 卜に電流 を供給するための リー ド線 とを有する

光源装置であ って、

前記 フィラメン トは、金属材料 によ り形成 された基体 と、前記基体

を覆 う可視光吸収膜 とを有 し、前記可視光吸収膜 は、赤外光領域では

透明であることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 に記載の光源装置 において、前記可視光吸収膜 は、赤外光

領域 に透明な材料 に金属微粒子を添加 した材料 によって構成 されてい

ることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 に記載の光源装置 において、前記可視光吸収膜 は、赤外光

領域 に透明な材料 に不純物 を添加 した材料 によって構成 されているこ

とを特徴 とする光源装置。

請求項 2 に記載の光源装置 において、前記金属微粒子の粒径 は、 2

n m以上 5 m以下であることを特徴 とする光源装置。

請求項 2 または 4 に記載の光源装置 において、前記金属微粒子は、

W、 T a 、 M o 、 A u 、 A g 、 C u 、 A し Τ ί 、 Ν ί 、 C o 、 C r

、 S i 、 V 、 M n 、 F e 、 N b 、 R u 、 P t 、 P d 、 H f 、 丫、 Z r

、 R e 、 O s および I r の うちのいずれかを含有する金属の微粒子で

あることを特徴 とする光源装置。

請求項 3 に記載の光源装置 において、前記不純物 は、 C e 、 E u 、

Μ η 、 Τ ί 、 S n 、 T b 、 A u 、 A g 、 C u 、 A し N i 、 W、 P b

、 A s 、 T m、 H o 、 E r 、 D y および P r の うちのいずれかである

ことを特徴 とする光源装置。

請求項 2 ない し6 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、前記

可視光吸収膜 を構成する前記赤外光領域 に透明な材料は、 S ί 0 2、

M g O、 Z r 0 2、 Y 2 0 3、 6 Η - S i C (六方晶の S ί C ) 、 G a

N、 3 C - S i C (立方晶の S i C ) 、 H f 0 2、 L u 2 0 3、 Y b 2



0 3、 グラフアイ ト、 ダイヤモン ド、 C r Z r B 2、 M o B 、 M o 2 B

C 、 M o T i B 4 M o 2 T i B 2 M o 2 Z r B 2、 M o Z r 2 B 4、 N

b B 、 N b 3 B 4、 N b T i B 4、 N d B 6、 S i B 3 T a 3 B 4、 T i

W B 2、 W 2 B 、 W B 、 W B 2、 Y B 4 および Z r B ，2の うちのいずれ

かを含有することを特徴 とする光源装置。

[ 請求項8] 請求項 1 ない し7 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、前記

フィラメン トは、赤外光反射膜 をさ らに備 えることを特徴 とする光源

装置。

[ 請求項 9] 請求項 8 に記載の光源装置 において、前記赤外光反射膜 は、前記可

視光吸収膜 と前記基体 との間に配置 されていることを特徴 とする光源

装置。

[ 請求項 10] 透光性気密容器 と、 当該透光性気密容器内に配置 されたフイラメン

卜と、前記 フイラメン 卜に電流 を供給するための リー ド線 とを有する

光源装置であ って、

前記 フ ィラ メ ン トは、金属材料 によ り形成 された基体 と、前記基体

を覆 う赤外光反射膜 とを有することを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 11] 請求項 8 、 9 および 1 0 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において

、前記赤外光反射膜 は、赤外光 を透過する材料でそれぞれ構成 され、

かつ、積層 された第 1 および第 2 の層の組 を含み、前記第 1 の層は、

屈折率 n l 厚 さ 前記第 2 の層は、屈折率 n 2、厚 さ d 2である

場合、赤外光の所定の波長 ス，に対 して

n ！ d ！= n 2 d 2 = ！ 4

の関係 を満た し、前記所定の波長 ス，の赤外光 を反射することを特徴

とする光源装置。

[ 請求項 12] 請求項 1 1 に記載の光源装置 において、前記赤外光反射膜 は、前記

第 1 および第 2 の層の組 を複数組積層 した構造であ り、各組は、反射

する前記赤外光の所定の波長が異なることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 13] 請求項 1 1 または 1 2 に記載の光源装置 において、前記赤外光反射



膜の前記第 1 および第 2 の層は、 それぞれ、 S ί 0 2、 M g O、 Z r

0 2、 Y 2 0 3、 6 H - S i C (六方晶の S i C ) 、 G a N、 3 C - S

i C (立方晶の S ί C ) 、 H f 0 2、 L u 2 0 3、 Y b 2 0 3、 グラファ

イ ト、 ダイヤモン ド、 C r Z r B 2、 M o B 、 M o 2 B C 、 M o T i

B 4、 M o 2 T i B 2 M o 2 Z r B 2、 M o Z r 2 B 4、 N b B 、 N b 3

B 4、 N b T i B 4 N d B 6、 S i B 3 T a 3 B 4、 T i W B 2、 W 2

B 、 W B 、 W B 2、 Y B 4 および Z r B ，2の うちのいずれかを含有す

る材料 によ り構成 されていることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 ない し 1 3 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、前

記 フイラメン 卜は、可視光反射率 を低下させる可視光反射防止膜 をさ

らに備 えることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 4 に記載の光源装置 において、前記可視光反射防止膜 は、

可視光 に対 して透明な材料 によ り構成 された層 を 1 以上含み、 この層

は、所定の可視光波長 に対する光学膜厚が、 当該可視光波長の 1 / 4

であることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 4 または 1 5 に記載の光源装置 において、前記可視光反射

防止膜 は、前記可視光 に対 して透明な材料 によ り構成 された層 を複数

積層 した多層膜であることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 4 ない し 1 6 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、

前記可視光反射防止膜 を構成する前記可視光 に対 して透明な材料の層

は、 S i 0 2、 M g O、 Z r 0 2、 Y 2 0 3、 6 Η - S i C (六方晶の

S i C ) 、 G a N、 3 C - S i C (立方晶の S ί C ) 、 H f 0 2、 L

u 2 0 3、 Y b 2 0 3、 グラフアイ ト、 ダイヤモン ド、 C r Z r B 2、

M o B 、 M o 2 B C 、 M o T i B 4 Μ ο 2 Τ ί Β 2、 M o 2 Z r B 2、

M o Z r 2 B 4、 N b B 、 N b 3 B 4、 N b T i B 4、 N d B 6、 S i B 3

、 T a 3 B 4、 T i W B 2、 W 2 B 、 W B 、 W B 2、 Y B 4 および Z r B ，

2 の うちのいずれかで形成 された層 を含む ことを特徴 とする光源装置



請求項 1 4 ない し 1 7 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、

前記可視光反射防止膜 は、前記 フイラメン 卜の最表面 に配置 されてい

ることを特徴 とする光源装置。

請求項 1 ない し 1 8 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、前

記 フイラメン 卜の前記基体は、表面が鏡面 に研磨加工 されていること

を特徴 とする光源装置。

請求項 1 ない し 1 9 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 において、前

記基体は、 H f C 、 T a C 、 Z r C 、 C 、 W、 R e 、 0 s 、 T a 、 M

o 、 N b 、 I r 、 R u 、 R h 、 V 、 C r 、 および Z r の うちのいずれ

かを含有することを特徴 とする光源装置。

請求項 1 9 に記載の光源装置 において、前記基体の表面粗 さは、 中

心線平均粗 さ R a が 1 m以下、最大高さ R m a X が 1 0 从m以下、

および、十点平均粗 さ R z が 1 0 m以下、の うちの少な くとも 1 つ

を満たす ことを特徴 とする光源装置。

金属材料 によ り形成 された基体 と、前記基体 を覆 う可視光吸収膜 と

を有 し、前記可視光吸収膜 は、赤外光領域では透明であることを特徴

とするフィラメン 卜。

金属材料 によ り形成 された基体 と、前記基体 を覆 う赤外光反射膜 と

を有することを特徴 とするフィラメン 卜。
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